注記（事業別財務諸表：タウン推進事業）
１．追加情報
（１）その他財務諸表の内容を理解するために必要と認められる事項
①事業の概要
平成23年度末に廃止した地域整備事業会計の事業を引き継ぎ、南大阪湾岸地区（りんくうタウン）、阪南丘陵地区（阪南スカイタウン）等の産業用地等の管理、処分等を行っています。
②事業に関し説明すべき固有の事項
○　当年度における分譲の状況
	　
	分譲収入額
	分譲進捗率

	南大阪湾岸地区
	27百万円
	3.1%

	阪南丘陵地区
	435百万円
	5.7%

	合計
	463百万円
	5.2%



（注）分譲進捗率は、当年度に分譲した面積を、各地区の期首面積からまちづくり促進事業会計に現物出資した面積を除いた面積で除して算出した。
○　完成土地の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　         　　　　　（単位：百万円）
	　
	期首残高
	当年度減少額
	年度末残高

	
	
	分譲による減
	出資による減
	棚卸資産評価損
	

	南大阪湾岸地区
	15,947
	27
	8,718
	566
	6,637

	阪南丘陵地区
	8,178
	519
	459
	681
	6,519

	合計
	24,125
	545
	9,178
	1,247
	13,156


（注）出資は、まちづくり促進事業会計への現物出資である。
○　地方債の状況　　　　　　　　　　　　　　　     　　　　（単位：百万円）
	　
	期首残高
	当年度減少額
	年度末残高

	第三セクター等改革推進債
	23,335
	583
	22,752


（注）第三セクター等改革推進債の期首残高については、平成23年度末に廃止した地域整備事業会計における完成造成資産の平成23年度末残高で積算している。
○　他会計から承継した資産・債務の状況
地域整備事業会計から資産68,425百万円を承継したため、「その他特別収入」として、同額を計上しています。
公債管理特別会計から承継した資産、債務については、分別管理のため、債務47,062百万円のうち当年度の償還額を除いた32,262百万円を負債の部に計上するとともに、同額の減債基金を資産の部に、それぞれ計上しています。
